別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名:身元保証人確保対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　児童養護担当　電話番号：058-272-1111（内2637）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11217＠gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：411千円（前年度予算額：329千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　婦人相談所一時保護所等におけるDV被害者等のほか、児童養護施設等を退所する児童のアパート賃貸や就業の際の保証人を施設長等が引き受ける場合に、契約者（全国社会福祉協議会）を通じて、損害保険会社に支払う保険料を補助する。

　施設等を退所する児童や女性の保証人を施設長等が引き受ける場合に、損害補償を行うことで自立のための住居及び就業先確保を確実にする。
【保証項目】身元保証、家賃保証
【対象施設】児童養護施設・児童自立支援施設・情緒障害児短期治療施設・里親・
子ども相談センター一時保護所・母子生活支援施設・婦人保護施設・
女性相談センター一時保護所　

※市措置は母子生活支援施設のみ
【対象経費】損害保険会社との契約料 
　身元保証　１件・・年間 10,560円
　　　　　　家賃保証　１件・・年間 19,152円
【負担割合】県措置分（国１／２、県１／２）
市措置分（国１／２、県１／４、市１／４）
	２　所要経費


　　＊対象（見込み）者数・・・身元保証　１５人
                         　　 家賃保証　１５人
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

４　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
· 暴力のない地域をつくるために、ＤＶ被害者や児童養護施設等を退所した子ども等に対し、社会的な自立を支援する。
	２　これまでの取組状況


保証人に対し保険料を負担することで社会的自立を目指す、施設入所の児童や女性等の支援を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


以前から保証人を得ることができない場合には、各施設長等が個人で身元保証人となり、保証債務が生じた際は、個人でそれを請け負ってきたが、負担が大きいため、今後も保証人となることは困難となる可能性が高く、施設退所者の就職先、居住先の確保がますます困難になる恐れがある。施設等を退所する児童や女性の保証人を施設長等が引き受ける場合に、損害補償を行うことで自立のための住居及び就業先確保を確実にしていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	329
	182
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	147

	要求額
	411
	223
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	188

	決定額
	411
	223
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	188


